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農業委員会だより ② 

      

◆
「
農
地
を
転
用
す
る
」
と
は
？ 

人
為
的
に
農
地
を
農
地
以
外
の
も
の

に
す
る
こ
と
を
「
農
地
転
用
」
と
い
い

ま
す
。 

農
地
を
住
宅
、
牛
舎
や
倉
庫
な
ど
の

農
業
用
施
設
、
資
材
置
場
や
駐
車
場
に

す
る
な
ど
農
地
以
外
に
す
る
場
合
、
ま

た
砂
利
を
採
取
す
る
な
ど
一
時
的
に
農

地
以
外
と
す
る
場
合
も
農
地
転
用
に
該

当
し
ま
す
。 

◆
農
地
を
転
用
す
る
に
は
農
地
法
の
許 

可
が
必
要
で
す 

 

農
地
を
転
用
す
る
に
は
、
あ
ら
か
じ

め
農
地
法
第
４
条
ま
た
は
第
５
条
の
規

定
に
基
づ
く
許
可
を
受
け
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。 

 

た
だ
し
、
市
街
化
区
域
内
の
農
地
を

転
用
す
る
場
合
は
、
事
前
に
農
業
委
員

会
に
届
出
を
す
る
こ
と
で
、
転
用
が
可

能
に
な
り
ま
す
。 

◆
申
請
か
ら
許
可
を
受
け
る
ま
で
に
期 

間
を
要
し
ま
す 

農
地
を
転
用
す
る
に
は
農
業
振
興
地

域
の
「
農
用
地
区
域
で
な
い
こ
と
」
な 

ど
の
要
件
が
必
要
で
す
。 

農
地
転
用
の
申
請
は
農
業
振
興
地
域 

      

の
手
続
き
が
済
ん
で
か
ら
と
な
り
、
農

地
転
用
の
手
続
き
も
、
農
業
委
員
会
の

現
地
調
査
、
総
会
審
議
を
経
て
、
内
容

に
よ
っ
て
は
北
海
道
農
業
会
議
へ
意
見

聴
取
が
必
要
な
ど
数
箇
月
の
期
間
を
要

し
ま
す
。 

農
地
の
転
用
を
お
考
え
の
場
合
は
、

お
早
め
に
農
業
委
員
会
に
ご
相
談
く
だ

さ
い
。 

                 

                  

◆
罰
則
が
あ
り
ま
す 

 

許
可
を
受
け
な
い
で
農
地
を
転
用
し

た
場
合
や
、
転
用
許
可
を
受
け
て
い
て

も
、
転
用
許
可
に
係
る
事
業
計
画
ど
お

り
に
転
用
し
て
い
な
い
場
合
な
ど
は
、

農
地
法
に
違
反
す
る
こ
と
に
な
り
、
工

事
の
中
止
や
原
状
回
復
等
の
命
令
が
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
（
農
地
法
第
51

条
）
。
隠
れ
る 

罰
則
の
適
用
も
あ
り
、
違
反
転
用
す

る
と
個
人
は
３
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は

３
百
万
円
以
下
の
罰
金
、
法
人
の
場
合

は
１
億
円
以
下
の
罰
金
が
科
せ
ら
れ
ま

す
（
農
地
法
第
64
条
、
第
67
条
）
。 

                                

農地法 第４条 第５条 

許可が必要 

な場合 
自分の農地を転用する場合 

転用する者が農地、採草放牧地を転用

するために売買等を行う場合 

許可申請者 転用を行う者（農地所有者） 
売主または貸主（農地所有者）と 

買主または借主（転用事業者） 

許 可 権 者 

転用する面積が 

・４ヘクタール以下 農業委員会会長（北海道農業会議の意見聴取が必要な場

合もあります） 

・４ヘクタール超  北海道知事 

※４ヘクタールを超える農地の転用を許可しようとする場合は、あらかじめ農林水産大臣

に協議が必要です 

「
農
地
を
転
用
す
る
」場
合
に
は 

ま
ず
農
業
委
員
会
に
ご
相
談
く
だ
さ
い 

 

農
業
振
興
地
域
っ
て
？ 

農
業
振
興
地
域
と
は
、
長
期
間
に

わ
た
り
農
業
上
の
利
用
を
図
る
べ
き

地
域
と
し
て
北
海
道
が
指
定
す
る
地

域
で
、
幕
別
町
で
は
市
街
化
区
域
を

除
く
ほ
ぼ
全
域
が
農
業
振
興
地
域
に

指
定
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

農
業
振
興
地
域
の
中
で
、
お
お
む

ね
10
年
以
上
農
業
上
の
利
用
を
確

保
す
べ
き
と
さ
れ
る
土
地
と
し
て

「
農
用
地
区
域
」
が
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
畑
や
農
業
用
施
設
用
地
な
ど

は
農
用
地
区
域
に
設
定
さ
れ
て
お

り
、
補
助
事
業
の
実
施
な
ど
、
農
業

振
興
に
必
要
な
施
策
は
農
用
地
区
域 

で
あ
る
こ
と
が
条
件
に
な
り
ま
す
。 

そ
の
代
わ
り
、
農
用
地
区
域
内
で

住
宅
を
建
て
る
な
ど
、
農
業
以
外
で

の
土
地
利
用
が
制
限
さ
れ
て
い
ま

す
。 農

地
転
用
の
申
請
を
す
る
前
に
、

住
宅
を
建
て
る
場
合
は
農
用
地
区
域

か
ら
除
外
す
る
、
農
業
用
施
設
を
建

て
る
場
合
は
用
途
を
変
更
す
る
な
ど

の
手
続
き
が
済
ん
で
か
ら
と
な
り
、

手
続
き
に
期
間
を
要
す
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。 

農
林
課
農
政
係
が
担
当
し
て
い
ま

す
。 
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★老後の備えは万全ですか？ 女性農業者の長い老後をしっかりサポートします 

現在６５歳の日本人の平均余命は、男性が１９年、女性が２４年です。女性の老後は男性以上

に長い道のりです。 

★農業者の老後の生活の収入は、国民年金＋農業者年金が基本です！  

国民年金の不足分をしっかりカバーします 

国民年金の支給額は夫婦お二人で月額最高約１３万円です。 

一方、高齢農家の家計費は夫婦お二人で２３～２４万円が必要となるデータがあり、月額１０

万円不足となります。 

プラス５年 

男性農業者に想定される

平均余命８７歳 

女性は男性より５年長生き、自分自身の年金を準備しましょう 

一般的に女性は男性より長寿です。年金が重要なことは男性も女性も同じですが、女性はより

長い老後に備えて、自分自身の年金を準備することが重要です。 

６５歳 農業者年金加入者について想定している平均余命 

女性 
女性農業者に想定される

平均余命９２歳 

男性 

問 夫は加入していないけど、自分だけでも加入できるの？  

答 農業者年金は ①国民年金第１号被保険者 ②年間６０日以上農業に従事 ③６０歳未満の

方 であればどなたでも加入できます。農地の権利名義は必要ありません。 

問 加入したいけど保険料は高いの？ 

答 農業者年金の保険料は、月２万円から６万７千円まで、千円単位で加入者が自由に選択でき

ます。保険料の額もいつでも見直しできます。 

  また、一定の要件を満たせば保険料の国庫補助を受けることができます。 

問 加入手続きはどこでできるの？ 

答 最寄りのＪＡ、農業委員会で手続きできます。 

  また農業者年金について、お尋ねしたい場合もＪＡ、農業委員会まで問い合わせください。 

農業者年金説明会・個別相談会を行います 
農業者年金制度の概要、経営移譲年金・特例付加年金の受給・手続きについて、北海道農業会

議から講師を招き、説明会および個別相談会を開催します。これから受給予定の方はぜひご参加

ください。 

◆日  時 平成３０年１２月４日（火）午後１時３０分～ 

◆場  所 役場２階２－Ａ・Ｂ会議室 

◆申込方法 事前に農業委員会へ電話でお申し込みください。 

◆申込期限 １１月２２日（木） 

◆問い合わせ・申込先 ☎幕５４－６６２５ 

     ☎忠 ８－２１１１ 

 

老後の備えは

農業者年金で

安心！ 
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農の雇用事業活用により、新規就業者

に対する研修費等として、年間最大120万

円を助成します（新法人設立支援タイプ

で最長48カ月）。 

研修にあたって、農の雇用事業を活用

する場合は「雇用契約」を締結します。 

進行状況の確認・助言、経営継承合意書

の作成支援等を行います。 

必要に応じ税理士などの専門家を派遣

し、権利関係を明確にします。 

体験中は無報酬、原則として移譲者宅

に宿泊します。また、農場までの交通費

は、体験者の自己負担となります。 

体験費用の一部助成として、農場側に

１人あたり上限２万円を助成します。 

（体験者は、全国農業会議所が負担する

傷害保険に加入します。） 

幕別町農業振興公社を経由して、北

海道農業公社に登録を申込みます。 

経営継承合意書の締結 

北海道農業公社担当者と事前に面談を

行い、登録を申込みます。 

経営継承の開始 

コーディネートチーム（町・農業委員会・ＪＡ・普及センター）の設置・支援 

両者の合意（マッチング）の後、技術・経営継承実践研修（６ヶ月～４年） 

顔合わせ・事前体験（１～２週間程度）１農場に複数の経営移譲者派遣も 

経営移譲希望者の登録 経営継承希望者の登録 

・・・・・・・・・第三者農業経営継承の流れ・・・・・・・・・ 

「第三者農業経営継承」とは、後継者のいない農家が保有する経営資産（農地、機械、施設

等）、営農技術等（栽培および飼養管理技術、販路、経営管理ノウハウ等）を地域の関係機関が

支援し、第三者である就農希望者に継承することを目的としたものです。詳しくは、幕別町農業

振興公社へお問い合わせください。 

 

【問い合わせ先】 公益財団法人幕別町農業振興公社 

電話 57-2711  FAX 57-2716 

 

幕別町農業振興公社からお知らせ 
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【移譲希望者の要件】 

①概ね年間を通じて農業を営み、農業生産による

農畜産物の販売収入のある者で、後継者がおら

ず、今後５年以内に経営を中止する意向がある

こと。 

②農業経営を第三者に移譲する意思があること。 

③継承希望者に対して、農業技術、経営ノウハウ

の習得のための指導を適切に行い、後継者とし

て育成する意思と能力を備えていること。 

④継承希望者に対して、必要な時期に資産や負債

の状況を含めた経営状況を積極的に開示する意

思があること。 

⑤継承後の経営が順調に営まれるように必要な助

言を行い、販売先や屋号、信用といった無形資

産の継承を行う意思があること。 

⑥過去に、雇用および研修に関して、法令違反等

のトラブルがないこと。ただし、是正され１年

を経過した場合を除く。 

⑦認定農業者または認定新規農業者であるこ

と。認定農業者でない場合は、継承する経営 

内容が専業経営として生計を立てられる規模

であること。 

⑧家族の同意と地域農業者の合意形成が図られ

ていること。 

⑨経営継承に関する調査に協力すること。 

 

【継承希望者の要件】 

①現在、自ら農業経営を行っていない者であるこ

と。 

②経営継承の研修開始時点で原則 45 歳未満の者

であること。 

③原則、夫婦（結婚予定者含む）または２人以上

で就農を目指すこと。 

④経営移譲を希望する農業経営を継承し、地域の

担い手になる強い意志を有していること。 

⑤移譲希望者の正社員または役員でないこと。 

⑥法人でないこと。 

⑦移譲希望者の親族（３親等以内）でないこと。 

⑧経営継承に関する調査に協力すること。 

★農業後継者成婚数の推移 

年度 成婚数 
うち公社の事業（グリーンパートナー対策事業）による成婚数 

クラブアップル交流会 その他交流会 個別紹介 

H25 ６ １  ２ 

H26 ４ ２   

H27 １０ １ ２ １ 

H28 ８ １  １ 

H29 ７ １  １ 

 

第三者農業経営継承に係る登録対象者の要件 

 

 

 

 幕別町では農業後継者を対象に、独身農業後継者で組織する「クラブアップル」が主催する

『交流会』と、町農業振興公社主催の小規模交流会、通称『農コン』を開催しています。 

 これから開催予定の交流会と、過去５年間の交流会や個別紹介による成婚数をお知らせしま

す。 

♥クラブアップル交流会♥         ♥農コン（小規模交流会）♥ 
・日  時 平成３０年１２月７日（金）    ・日  時 平成３０年１１月１６日（金） 

午後７時～                  午後７時３０分～ 

・内  容 「イン・ザ・スイート」での    ・内  容 「イン・ザ・スイート」での 

食事会                    食事会 

・募集人数 ９人（２０～３５歳の町内     ・募集人数 ５人（３５～４９歳の町内 

独身農業者）                 独身農業者） 

 

◆問い合わせ・申込先  公益財団法人幕別町農業振興公社 

電話 ５７－２７１１ FAX ５７－２７１６ 

ＵＲＬ http://www.makubetsu-nsk.com/ 
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■
税
金
の
種
類 

【
相
続
税
】 

 

個
人
が
被
相
続
人
（
亡
く
な
っ
た
人
）

か
ら
相
続
や
遺
贈
に
よ
っ
て
財
産
を
取

得
し
た
場
合
に
課
さ
れ
る
税
金
で
す
。 

【
贈
与
税
】 

個
人
か
ら
財
産
を
も
ら
っ
た
と
き
に

課
さ
れ
る
税
金
で
す
。 

【
不
動
産
取
得
税
】 

贈
与
に
よ
り
土
地
、
建
物
を
取
得
し

た
と
き
に
課
さ
れ
る
地
方
税
（
北
海
道

税
）
で
す
。 

 

■
納
税
猶
予
制
度 

 

農
地
を
相
続
し
た
り
、
贈
与
を
受
け

た
場
合
、
要
件
に
該
当
し
手
続
き
を
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
納
税
が
猶
予
さ
れ
る

制
度
が
あ
り
ま
す
。 

【
相
続
税
納
税
猶
予
制
度
】 

 

相
続
人
が
、
農
業
を
営
ん
で
い
た
被

相
続
人
か
ら
相
続
ま
た
は
遺
贈
に
よ
り

農
地
等
を
取
得
し
て
、
次
の
場
合
に
は

一
定
の
要
件
の
も
と
に
納
税
が
猶
予
さ

れ
ま
す
。
猶
予
さ
れ
た
相
続
税
は
相
続

人
が
死
亡
し
た
と
き
等
に
免
除
さ
れ
ま

す
。 

①
自
ら
農
業
を
営
む
場
合 

    

②
一
定
の
貸
付
け
に
よ
り
農
地
と
し
て 

の
利
用
が
確
保
さ
れ
る
場
合 

【
贈
与
税
納
税
猶
予
制
度
】 

農
業
を
営
む
個
人
が
、
そ
の
推
定
相

続
人
の
う
ち
の
１
人
に
一
括
し
て
農
地

等
の
全
部
を
贈
与
し
た
場
合
に
は
、
一

定
の
要
件
の
も
と
に
、
そ
の
年
分
の
贈

与
税
額
の
う
ち
農
地
等
の
価
格
に
対
応

す
る
部
分
の
税
額
が
猶
予
さ
れ
、
贈
与

者
ま
た
は
受
贈
者
の
い
ず
れ
か
が
死
亡

し
た
と
き
に
免
除
さ
れ
ま
す
。 

 

し
か
し
次
の
場
合
に
は
、
納
税
猶
予

に
係
る
期
限
が
確
定
し
、
そ
の
納
税
猶

予
を
受
け
て
い
た
贈
与
税
額
の
全
部
ま

た
は
一
部
、
合
わ
せ
て
申
告
期
限
の
翌

日
か
ら
そ
の
確
定
し
た
期
限
ま
で
の
利

子
税
を
納
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

①
免
除
要
件
に
該
当
す
る
日
の
前
に
、

そ
の
受
贈
者
が
農
業
経
営
を
廃
止
し

た
場
合 

②
納
税
猶
予
の
特
例
の
適
用
対
象
と
な

っ
た
農
地
等
を
譲
渡
、
貸
付
、
転
用

ま
た
は
耕
作
を
放
棄
し
た
場
合 

※
農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
等
に
基

づ
く
貸
付
け
を
行
っ
た
場
合
は
猶
予

を
打
ち
切
ら
れ
な
い
な
ど
例
外
も
あ

り
ま
す
。 

【
不
動
産
取
得
税
納
税
猶
予
】 

 

農
地
等
を
贈
与
し
た
場
合
、
贈
与
税 

の
納
税
猶
予
に
該
当
す
る
場
合
は
同
様 

に
不
動
産
取
得
税
の
納
税
猶
予
制
度
の 

適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

【
相
続
時
精
算
課
税
制
度
】 

平
成
15
年
に
創
設
さ
れ
、
贈
与
税
と 

相
続
税
と
の
選
択
適
用
が
認
め
ら
れ
ま

し
た
。
こ
の
制
度
を
一
度
選
択
す
る
と
、

そ
の
後
は
同
じ
関
係
（
父
か
ら
長
男
の

よ
う
な
同
一
の
関
係
）
の
贈
与
は
こ
の

制
度
に
よ
る
こ
と
に
な
り
、
贈
与
税
の

納
税
猶
予
制
度
と
の
併
用
は
で
き
ま
せ

ん
。 対

象
と
な
る
贈
与
者
は
60
歳
以
上

の
父
母
ま
た
は
祖
父
母
、
受
贈
者
は
20

歳
以
上
の
推
定
相
続
人
ま
た
は
孫
で
、

贈
与
財
産
の
種
類
、
金
額
、
回
数
に
制

限
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

贈
与
税
額
は
贈
与
財
産
の
合
計
額
が 

２
千
５
百
万
円
ま
で
は
非
課
税
と
な
り
、

２
千
５
百
万
円
を
超
え
る
部
分
は
一
律

20
％
が
課
税
さ
れ
ま
す
。 

こ
の
制
度
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す 

る
に
は
、
受
贈
者
が
最
初
の
贈
与
を
受

け
た
年
の
翌
年
２
月
１
日
か
ら
３
月

15
日
ま
で
の
間
に
、
所
轄
税
務
署
長
に

対
し
て
そ
の
旨
の
届
出
を
贈
与
税
の
申

告
書
に
添
付
す
る
こ
と
に
よ
り
行
い
ま

す
。 

 

    

相
続
等
で
農
地
の
権
利
を
取
得
し
た

場
合
、
農
業
委
員
会
へ
の
届
出
す
る
こ

と
が
農
地
法
で
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま

す
。 

■
届
出
が
必
要
な
人 

農
地
法
の
許
可
を
受
け
る
こ
と
な
く
、

農
地
の
権
利
を
取
得
し
た
人 

・
相
続
、
遺
産
分
割
等 

・
時
効
取
得 

・
法
人
の
合
併
、
分
割
等 

■
届
出
先 

 

・
農
業
委
員
会
、
忠
類
支
局 

 

届
出
書
の
用
紙
は
農
業
委
員
会
事
務

局
ま
た
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
入
手
で

き
ま
す
。 

■
届
出
時
期 

農
地
の
相
続
等
を
知
っ
た
時
点
か
ら

お
お
む
ね
10
カ
月
以
内
。 

■
ご
注
意
く
だ
さ
い 

相
続
の
届
出
は
、
権
利
取
得
の
効
力

を
発
生
さ
せ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

例
え
ば
、
届
出
を
し
た
こ
と
に
よ
り
、

時
効
に
よ
る
権
利
取
得
が
認
め
ら
れ
る

と
い
う
こ
と
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

ま
た
、
所
有
権
移
転
登
記
に
代
わ
る

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
登
記
は
別
途

必
要
と
な
り
ま
す
。 

農
地
を
相
続
し
た
・
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
税
金 

農
地
の
相
続
等
の
届
出
義
務 



⑦ 農業委員会だより 

    

今
任
期
中
に
お
け
る
農
業
委
員
会
の

活
動
方
針
と
活
動
計
画
を
３
月
開
催
の

第
９
回
総
会
で
決
定
し
ま
し
た
。 

こ
れ
ま
で
、
活
動
方
針
と
活
動
計
画

は
毎
年
度
策
定
し
て
き
ま
し
た
が
、
今

任
期
か
ら
は
、
３
年
間
の
方
針
と
計
画

を
策
定
す
る
こ
と
に
な
り
、
今
回
は
平

成
30
年
４
月
か
ら
平
成
32
年
６
月
ま

で
２
年
間
の
内
容
と
な
り
ま
す
。
な
お

活
動
方
針
と
活
動
計
画
は
、
毎
年
度
、

見
直
し
を
行
い
ま
す
。 

活
動
方
針 

農
業
委
員
会
法
が
改
正
さ
れ
、
農
地 

   

の
利
用
の
最
適
化
の
推
進
に
関
す
る
事

務
が
農
業
委
員
会
の
最
も
重
要
な
事
務

と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
ま
し
た
。 

こ
れ
に
よ
り
、
担
い
手
へ
の
農
地
利

用
の
集
積
・
集
約
化
や
、
遊
休
農
地
の

発
生
防
止
・
解
消
に
今
ま
で
以
上
に
力

を
注
ぐ
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
ま
す
。 

本
町
農
業
委
員
会
は
農
業
委
員
会
の

役
割
・
任
務
の
重
要
性
を
認
識
し
、
事

務
の
透
明
性
、
公
正
・
公
平
性
を
確
保

す
る
と
と
も
に
、
農
地
法
の
一
層
の
定

着
と
適
正
な
農
地
行
政
の
執
行
に
努
め
、

関
係
機
関
と
連
携
し
て
、
地
域
農
業
の

振
興
発
展
の
た
め
の
活
動
を
推
進
し
、 

農
業
者
の
公
的
代
表
機
関
と
し
て
の
役

割
を
果
た
し
ま
す
。 

【
重
点
事
項
】 

１ 

常
に
法
令
・
業
務
等
の
適
正
な
執 

 

行
に
必
要
と
す
る
知
識
の
修
得
に
努

め
、
農
業
者
の
期
待
と
信
頼
に
応
え

ま
す
。 

２ 

農
業
者
が
効
率
的
か
つ
安
定
的
な

農
業
経
営
を
行
え
る
よ
う
、
農
地
の

利
用
集
積
等
を
推
進
し
ま
す
。 

３ 

農
業
・
農
村
の
多
様
化
す
る
要
求

あ
る
い
は
実
態
を
把
握
し
、
関
係
行

政
機
関
へ
意
見
を
提
出
し
ま
す
。 

４ 

農
業
者
年
金
制
度
の
普
及
を
図
り
、 

   

年
金
の
受
給
の
た
め
の
適
切
な
指
導

と
広
報
に
努
め
ま
す
。 

５ 

農
業
後
継
者
の
配
偶
者
対
策
に
、

よ
り
力
を
傾
注
す
る
と
と
も
に
、
関

係
機
関
・
団
体
と
の
連
携
を
緊
密
に

し
、
担
い
手
施
策
を
推
進
し
ま
す
。 

６ 

農
地
パ
ト
ロ
ー
ル
（
利
用
状
況
調

査
）
を
実
施
し
、
遊
休
農
地
の
発
生

防
止
、
無
断
転
用
、
不
法
投
棄
に
対 

す
る
監
視
活
動
に
努
め
ま
す
。 

                  

活
動
計
画 

１ 

優
良
農
地
の
確
保
と
有
効
利
用 

２ 

担
い
手
へ
の
農
地
利
用
の
集
積
・ 

集
約
化 

３ 

担
い
手
の
育
成
・
農
業
経
営
の
合 

理
化
に
向
け
た
活
動 

４ 

関
係
行
政
機
関
へ
意
見
の
提
出 

５ 

農
業
者
年
金
の
普
及
推
進 

６ 

幕
別
町
農
業
振
興
公
社
と
の
連
携 

７ 

農
業
一
般
に
関
す
る
調
査
・
情
報 

の
提
供 

８ 

農
業
委
員
・
職
員
の
研
修
の
実
施 

９ 

総
会
等
の
開
催
及
び
総
会
議
事
録 

の
公
表 

                 

第
23
期
幕
別
町
農
業
委
員
会
活
動
方
針
・
活
動
計
画 

 

農地所有適格法人報告書の 
提出をお願いします 

 農地所有適格法人は、農地所有適格法人報告書を

提出することが農地法で義務付けられています。 

 報告書を提出しない場合や、虚位の報告をした場

合は罰則規定がありますので、お忘れないように報

告をお願いします。 

提出書類 

 ・農地所有適格法人報告書 

 ・農業収入額がわかる書類（損益計算書など） 

 ・定款、株主または組合員名簿（新規設立または

内容に変更がある場合） 

提出期限 

 各法人の毎事業年度の終了後３カ月以内 

提 出 先 

 ・農業委員会、忠類支局 

※報告書の様式は農業委員会にあります。 

 また、町ホームページからもダウンロードできま

す。 

（http://www.town.makubetsu.lg.jp/kanko_sangyo 

/nogyo/iinkai/kakusyuyousiki.html） 



農業委員会だより ⑧ 

８
／
３
・
４ 

小
麦
の
刈
作
業
激
励
訪
問 

 

今
年
は
雨
天
が
多
く
生
育
の
遅
れ
が

心
配
さ
れ
た
中
、
８
月
３
日
に
幕
別
・

札
内
地
区
、
４
日
に
忠
類
地
区
の
小
麦

刈
取
作
業
の
激
励
に
谷
内
会
長
が
飯
田

町
長
、
芳
滝
議
会
議
長
と
と
も
に
出
席

し
ま
し
た
。 
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農地を売った場合の税金について 
 

 農地（土地）を譲渡した場合は、他の所得と区分して（分離課税といいます）、その譲渡所得に

対して所得税、住民税が課せられます。 

譲渡所得税には、特別控除の特例措置があり、農地についても担い手への譲渡を促すため、下

記により譲渡した場合には、特別控除が認められます。 

 

●譲渡所得の計算 

譲渡所得金額 ＝ 譲渡による収入金額－（取得費＋譲渡費用） 

税額 ＝ 譲渡所得金額×（所得税 15％＋住民税５％） 

※短期譲渡所得（取得後５年以内の売却）の場合は、所得税 30％、住民税９％となります。 

 

●農地を売った場合の課税の特例（特別控除） 

  特別控除８００万円 

   主な例：農用地区域内の農地を農用地利用集積計画により譲渡した場合（幕別町の場合、

農業振興公社の農地利用調整により譲渡した場合となります） 

  特別控除１，５００万円 

   農用地区域内の農地を農業経営基盤強化促進法の買入協議により農地中間管理機構に譲渡

した場合（幕別町の場合、農業振興公社の農地利用調整により北海道農業公社へ譲渡した場

合となります） 

ご存知でしたか？ 


